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は じ  め に 

 

 高度情報化、 少子高齢化の進展、 価値観の多様化と と も に、 社会保障費、 特に医療費の増

大等の医療を取り 巻く 環境が大きく 変化する中で、 医療の安全・ 安心の確保と 高度な医療を

受けるニーズが強まっ ており 、 自治体病院においても 質の高い、 安全・ 安心な医療を提供す

るこ と が求めら れている。  

 一方、 医師・ 看護師等の医療従事者の確保が次第に困難になり 、 適正な病院機能を維持す

るこ と も 含め、 社会的にも 医療の確保が厳し い状況も 生じ ている。  

そのよう な中で、 地域住民によっ て支えら れ必要な医療を提供し てきた自治体病院の果た

す役割は大きく 、 医療の公共性と 経済性を両立さ せるこ と が欠かせず、 病院の経営効率を一

層高めるこ と によっ て、 地域住民に安定し た医療を提供するこ と が責務と なっ ている。  

 

総務省は、 公立病院が地域における基幹的な公的医療機関と し て、 地域医療の確保のため

重要な役割を果たし ているが、 多く の公立病院において、 経営状況の悪化や医師不足等のた

めに医療提供体制が極めて厳し い状況になっ ているこ と から 、 平成１ ９ 年１ ２ 月２ ４ 日付け

で「 公立病院改革ガイ ド ラ イ ン（ 旧ガイ ド ラ イ ン）」 を策定し た。  

こ れを受け、 多久市は「 多久市立病院改革プラ ン（ 旧改革プラ ン）」（ 平成２ １ 年度～平成

２ ５ 年度） を策定し 、 病院事業の経営改革に取り 組んできたと こ ろである。  

 し かし ながら 、 依然と し て、 医師不足等の厳し い環境が続いており 、 持続可能な経営を確

保し きれていない公立病院も 多く 、 人口減少や少子高齢化が急速に進展する中で、 医療需要

が大きく 変化するこ と が見込まれており 、 地域ごと に適切な医療提供体制の再構築に取り 組

んでいく こ と がますます必要になっ ている。 そのよう なこ と から 、 総務省は、 平成２ ７ 年３

月３ １ 日付けで「 新公立病院改革ガイ ド ラ イ ン（ 新ガイ ド ラ イ ン）」 を策定し た。  

 新ガイ ド ラ イ ンの内容には、 旧ガイ ド ラ イ ンにあっ た「 経営の効率化」、「 再編・ ネッ ト ワ

ーク 化」、「 経営形態の見直し 」 に加え、 新たに「 地域医療構想を踏まえた役割の明確化」 が

追加さ れている。  

 

 新病院改革プラ ンについては、 地域医療構想の実現に向けた取り 組みと 並行し て、 公的病

院の役割を従来にも 増し て精査するこ と が求めら れている。と り わけ、本市における「 再編・

ネッ ト ワーク 化」 と 「 地域医療構想を踏まえた役割の明確化」 については、 隣接市で同じ 佐

賀県の中部医療圏に位置する小城市にも 同規模の公立病院があり 、 多久市立病院と 小城市民

病院に共通する状況認識、 課題把握を踏まえた将来展望が求めら れている。  

両病院の再編・ ネッ ト ワーク に関する基本方針、 その他両病院の新公立病院改革プラ ンに

関し 、 共通認識をも つべき事項について、 情報収集・ 検討するため、 平成２ ８ 年８ 月に「 多

久・ 小城地区自治体病院再編・ ネッ ト ワーク 研究会」 を立ち上げ、 平成２ ９ 年１ 月には報告

書が取り まと めら れた。  

 今回の新病院改革プラ ンについては、 上記研究会の報告書を尊重し その趣旨を反映さ せた

「 多久市立病院改革プラ ン」（ 平成２ ８ 年度～平成３ ２ 年度） を策定するも のである。  
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Ⅰ 病院の現状 

 

多久市立病院 

所 在 地 佐賀県多久市多久町１ ７ ７ １ 番地４  

  病 床 数 １ ０ ５ 床 

病床種別…一般病床６ ０ 床（ う ち地域包括ケア病床６ 床）、 療養病床４ ５ 床 

       病床機能…急性期６ ０ 床、 慢性期４ ５ 床 

  診療科目 内科、 呼吸器内科、 消化器内科、 循環器内科、 肝臓内科、 腎臓内科、  

神経内科、外科、肛門外科、整形外科、リ ウマチ科、 リ ハビリ テーショ ン科、  

耳鼻咽喉科、 皮膚科（ 計１ ４ 科目）  

  沿  革 昭和１ ３ 年 内科、 外科の２ 診療科、 一般病床２ ０ 床の多久村医療利用組合

病院と し て開設 

       昭和１ ４ 年 多久部医療利用組合病院と 名称変更 

       昭和１ ８ 年 多久厚生病院と 名称変更 

       昭和２ ６ 年 多久村国保事業の開始により 多久村の経営と なる 

       昭和２ ９ 年 ５ か町村合併により 多久市と なり 、 多久市立病院と 名称変更 

       昭和４ ０ 年 前診療棟完成 

       昭和４ ７ 年 救急告示病院の指定を受ける 

       昭和５ ２ 年 現病棟完成（ 一般病床１ ０ ０ 床）  

       昭和５ ６ 年 現診療棟完成（ 放射線室、 中央材料室、 手術室、 エコ ー内視鏡

室）  

       昭和５ ７ 年 一般病床を１ ０ ５ 床に変更 

       平成 ５ 年 現診療棟・ 管理棟完成 

平成 ９ 年 災害拠点病院の指定を受ける 

       平成１ ４ 年 １ ０ ５ 床の内訳を一般病床６ ０ 床、 療養病床４ ５ 床と する 

       平成２ ３ 年 ＭＲ Ｉ 室改修（ ＭＲ Ｉ 設置）  

平成２ ５ 年 一般病床６ ０ 床のう ち、 ４ 床を亜急性期病床と する 

       平成２ ６ 年 亜急性期病床を２ 床増やし ６ 床と する 

         〃   亜急性期病床６ 床を地域包括ケア病床に移行 

  経営形態 地方公営企業法財務（ 一部） 適用 

 

※亜急性期病床…急性期治療を経過し た患者や在宅・ 介護施設等から の患者で症状の急性増悪し た患 

 者に対し て、 在宅復帰支援のため効率的でかつ密度の高い医療を一定の期間（ 最高６ ０ 日間） 提供 

する病床。  

※地域包括ケア病床…平成２ ６ 年の診療報酬改定で亜急性期病床が廃止さ れ、 入院治療後、 病状が安

定し た患者に対し て、 リ ハビリ や退院支援など、 効率的かつ密度の高い医療を 一定期間（ 最高６ ０

日間） 提供する在宅復帰支援のための病床。  

 

Ⅱ 計画期間 

 

  平成２ ８ （ ２ ０ １ ６ ） 年度から 平成３ ２ （ ２ ０ ２ ０ ） 年度までと する。  
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Ⅲ 地域医療構想を踏まえた役割の明確化 

 

１  佐賀県地域医療構想の概要 

  佐賀県地域医療構想（ 以下「 地域医療構想」 と いう 。） は、 団塊の世代が全員後期高齢者 

と なる平成３ ７ （ ２ ０ ２ ５ ） 年を念頭に、 病床の機能区分（ 高度急性期、 急性期、 回復期、  

慢性期） ごと に医療需要と 必要病床数を推計し 、 将来の医療供給体制の構築に向けた施策 

の方向性を示すも のと し て、 平成２ ８ 年３ 月に策定さ れた。  

 地域医療構想では、 構想区域ごと に必要病床数等を定めているが、 その区域割り につい 

ては現行の二次医療圏、 老人保健福祉圏域と 同じ で、 以下のと おり である。  

 

構想区域 構成市町 

中部 佐賀市、 多久市、 小城市、 神埼市、 吉野ヶ 里町 

東部 鳥栖市、 基山町、 上峰町、 みやき町 

北部 唐津市、 玄海町 

西部 伊万里市、 有田町 

南部 武雄市、 鹿島市、 嬉野市、 大町町、 江北町、 白石町、 太良町 

 

※二次医療圏…地理的条件等の自然条件や交通事情等の社会的条件、 患者の受療動向等を 考慮し  

て、 一体の区域と し て入院に係る医療を提供する体制の確保を 図る地域的な区域。  

  ※老人保健福祉圏域…介護給付対象サービスの種類ごと の量の見込みなどを定める地理的な区域。 

  

県内の病院・ 診療所数は、 以下のと おり と なっ ており 、 病院数については、 厚生労働 

省医療施設調査によると 、 平成２ ６ （ ２ ０ １ ４ ） 年１ ０ 月１ 日時点で、 １ ０ ８ 施設と な 

っ ており 、 人口１ ０ 万人当たり の病院数は１ ２ ． ９ 施設であり 、 全国平均の６ ． ７ 施設 

を大きく 上回っ ている。  

 

病院・  

診療所 

の推移 

平成２ ５ 年１ ０ 月１ 日 平成２ ６ 年１ ０ 月１ 日 平成２ ７ 年１ ０ 月１ 日 

病院数 
診療所数 

病院数 
診療所数 

病院数 
診療所数 

有床 無床 有床 無床 有床 無床 

県計 １ ０ ８  １ ８ ５  ５ ０ ７  １ ０ ８  １ ７ ７  ５ ０ ７  １ ０ ８  １ ６ ８  ５ １ ５  

中部 ３ ９  ７ ８  ２ ３ ７  ３ ９  ７ ５  ２ ３ ３  ３ ９  ６ ７  ２ ３ １  

東部 １ ４  １ ９  ８ ２  １ ４  １ ９  ８ ４  １ ４  １ ９  ８ ４  

北部 １ ８  ２ ７  ７ ７  １ ８  ２ ５  ７ ５  １ ８  ２ ４  ８ １  

西部 １ ２  １ ８  ４ ２  １ ２  １ ７  ４ ４  １ ２  １ ７  ４ ５  

南部 ２ ５  ４ ３  ６ ９  ２ ５  ４ １  ７ １  ２ ５  ４ １  ７ ４  

 平成２ ５ 年、 ２ ６ 年厚生労働省「 医療施設調査」、 平成２ ７ 年「 佐賀県医務課調」  

 

※病院…２ ０ 人以上の患者を 入院さ せるための施設（ ２ ０ 床以上） を 有する医療提供施設。  

※診療所…１ ９ 人以下の患者を 入院さ せる ための施設（ １ ９ 床以下） を 有する医療提供施設を 有床

診療所、 患者を 入院さ せるための施設をも たない診療所が無床診療所。  



4 
 

  県内の平成３ ７ （ ２ ０ ２ ５ ） 年の必要病床数を、 平成２ ６ （ ２ ０ １ ４ ） 年の病床機能報

告と 比較すると 、必要病床数に対し て、急性期病床が過剰（ 約３ ，０ ０ ０ 床） と なる一方、

回復期病床が不足（ 約２ ， ０ ０ ０ 床） するなど、 著し い乖離（ かいり ） があり 、 医療需要

に応じ た医療提供体制を構築するため、 医療機関の自主的な取組みのも と 、 こ の乖離（ か

いり ） を埋める必要がある。  

 

 
医療機能 

平成２ ６ 年 平成３ ７ 年 ２ ６ 年－３ ７ 年 

病床機能報告 必要病床数 ＋過剰、 －不足 

佐賀県 

全体 

高度急性期 ６ ７ ４  ６ ９ ７  －２ ３  

急性期 ５ ， ７ ５ ２  ２ ， ６ ３ ８  ＋３ ， １ １ ４  

回復期 １ ， ２ １ ３  ３ ， ０ ９ ９  －１ ， ８ ８ ６  

慢性期 ４ ， ７ ３ １  ２ ， ６ ４ ４  ＋２ ， ０ ８ ７  

合計 １ ２ ， ３ ７ ０  ９ ， ０ ７ ８  ＋３ ， ２ ９ ２  

中部 

高度急性期 １ ８ ７  ３ ７ ２  －１ ８ ５  

急性期 ２ ， ７ ３ ０  １ ， １ ６ ８  ＋１ ， ５ ６ ２  

回復期 ４ ３ ７  １ ， ４ ３ ０  －９ ９ ３  

慢性期 １ ， ５ ３ ２  ８ ５ ５  ＋６ ７ ７  

合計 ４ ， ８ ８ ６  ３ ， ８ ２ ５  ＋１ ， ０ ６ １  

東部 

高度急性期  ３ １  －３ １  

急性期 ５ ５ ７  ２ ８ ６  ＋２ ７ １  

回復期 １ ７ ３  ４ ７ ２  －２ ９ ９  

慢性期 １ ， ０ ２ ５  ５ ５ ９  ＋４ ６ ６  

合計 １ ， ７ ５ ５  １ ， ３ ４ ８  ＋４ ０ ７  

北部 

高度急性期 １ ５  １ ０ １  －８ ６  

急性期 ７ ８ ４  ３ ７ ８  ＋４ ０ ６  

回復期 ２ ３ ８  ２ ６ ９  －３ １  

慢性期 ６ ８ ３  ４ ３ ７  ＋２ ４ ６  

合計 １ ， ７ ２ ０  １ ， １ ８ ５  ＋５ ３ ５  

西部 

高度急性期 ６  ３ ２  －２ ６  

急性期 ５ ４ ６  １ ７ １  ＋３ ７ ５  

回復期 １ ５ ８  ２ ４ ４  －８ ６  

慢性期 ５ １ ４  ２ ７ ２  ＋２ ４ ２  

合計 １ ， ２ ２ ４  ７ １ ９  ＋５ ０ ５  

南部 

高度急性期 ４ ６ ６  １ ６ １  ＋３ ０ ５  

急性期 １ ， １ ３ ５  ６ ３ ５  ＋５ ０ ０  

回復期 ２ ０ ７  ６ ８ ４  －４ ７ ７  

慢性期 ９ ７ ７  ５ ２ １  ＋４ ５ ６  

合計 ２ ， ７ ８ ５  ２ ， ０ ０ １  ＋７ ８ ４  

（ 出典） 佐賀県地域医療構想「 必要病床数と 病床機能報告の比較」  
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※病床機能報告…医療機関が、 その有する病床（ 一般病床・ 療養病床） の機能区分（ ４ 機能）、 構造設

備、 人員配置等に関する項目や具体的な医療の内容に関する項目を都道府県へ報告する 、 平成２ ６

年から 始まっ た制度。  

 

４ 機能の定義 

高度急性期 急性期の患者に対し 、 状態の早期安定化に向けて、診療密度が特に高い医療

を提供する機能 

※該当すると 考えら れる病棟の例…救命救急病棟、 集中治療室、 ハイ ケアユ

ニッ ト 、 新生児集中治療室、 新生児治療回復室、 小児集中治療室、 総合周

産期集中治療室など 

急性期 状態の安定化に向けて、 医療を提供する機能 

回復期 ○急性期を経過し た患者への在宅復帰に向けた医療やリ ハビリ テーショ ン

を提供する機能 

○特に、 急性期を経過し た脳血管疾患や大腿骨頚部骨折等の患者に対し 、

ADL の向上や在宅復帰を目的と し たリ ハビリ テーショ ンを集中的に提供

する機能（ 回復期リ ハビリ テーショ ン機能）  

慢性期 ○長期にわたり 療養が必要な患者を入院さ せる機能 

○長期にわたり 療養が必要な重度の障害者（ 重度の意識障害者を含む）、 筋

ジスト ロフ ィ ー患者又は難病患者等を入院さ せる機能 

 

※ハイ ケアユニッ ト …集中治療室と 一般病棟の中間に位置する病棟で、 集中治療室から 移さ れてき た

患者を対象と し た高度治療室。  

※ADL…日常生活動作と 訳さ れ日常生活を 営む上で、 普通に行っ ている行為、 行動であり 、 具体的に

は、 食事や排泄、 整容、 入浴等の基本的な行動を 指し 、 リ ハビリ テーショ ンや介護では、 要介護高

齢者や障害者等が、 どの程度自立的な生活が可能かを評価する指標と し て使われている。  

 

２  地域医療構想を踏まえた多久市立病院の果たすべき役割 

（ １ ） 対象期間末における具体的な将来像 

   市立病院は地域医療構想の中部構想区域（ 以下「 中部区域」と いう 。）に位置し ている。

中部区域の平成３ ７ （ ２ ０ ２ ５ ） 年の必要病床数と 平成２ ６ （ ２ ０ １ ４ ） 年の病床機能

報告を比較すると 急性期で約１ ， ６ ０ ０ 床、 慢性期で約７ ０ ０ 床が過剰であり 、 一方で

高度急性期は約２ ０ ０ 床、 回復期で約１ ， ０ ０ ０ 床不足する。  

また、 中部区域の特定機能病院や地域医療支援病院の状況は、 次頁のと おり であり 、

県内でも 最重要な第三次救急医療を担い、 高度急性期を併せ持つ医療機関が複数存在し

ている。  

    

※第三次救急医療…都道府県の医療計画において、 第一次、 第二次、 第三次救急医療体制が整備さ れ

ている。 第一次救急医療は、 入院や手術を 伴わない医療であり 、 休日夜間急患センタ ーや在宅当番

医がこ れにあたる。 第二次救急医療は、 入院や手術を要する症例に対する医療であり 、 幾つかの病

院が当番日を 決めて救急医療を 行う 病院群輪番制がこ れにあたる。 第三次救急医療は、 二次救急ま

ででは対応でき ない重篤な疾患や多発外傷に対する医療であり 、救命救急センタ ーがこ れにあたる。 
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中部区域の拠点機能等の指定等の状況（ 平成２ ８ （ ２ ０ １ ６ ） 年３ 月現在）  

特定機能病院 

高度な医療を 提供する能力を も つ病院と し て、 厚生労働省の承認を  

受けた医療機関 

佐賀大学医学部附属病院 

地域医療支援病院 

他の病院・ 診療所と 一定の紹介率・ 逆紹介率を保つ等地域医療の確 

保のために必要な病院と し て、 都道府県の承認を 受けた医療機関 

佐賀県医療センタ ー好生館 

N H O 佐賀病院 

がん診療連携拠点病院 

地域におけるがん診療の拠点と し て厚生労働省が指定し た医療機関 

佐賀大学医学部附属病院 

佐賀県医療センタ ー好生館 

救命救急センタ ー 

高度な救命医療を提供する第三次救急医療機関 

佐賀大学医学部附属病院 

佐賀県医療センタ ー好生館 

認知症疾患医療センタ ー 

認知症の鑑別診断や専門医療相談ができ る拠点と し て都道府県が指 

定し た医療機関 

佐賀大学医学部附属病院 

N H O 肥前精神医療センタ ー 

総合周産期母子医療センタ ー 

リ スク の高い妊娠に対する医療及び高度な新生児医療等の周産期医 

療を 行う こ と ができ る医療施設と し て都道府県が指定し た医療機関 

N H O 佐賀病院 

 

中部区域の人口の将来見通し （ 国立社会保障・ 人口問題研究所の人口推計（ 中位推計））

によると 、 総人口は減少を続けると 見込まれるが、 高齢者人口で見てみると 、 ６ ５ 歳以上

人口は、 平成４ ２ （ ２ ０ ３ ０ ） 年までは増加、 それ以降減少に転じ ると 予想さ れている。  

また、医療需要が高まる７ ５ 歳以上の人口は、平成４ ７（ ２ ０ ３ ５ ） 年まで増加が続き、

その後減少に転じ ると 予想さ れている。  

市立病院と し ては、 地域に密着し た公立病院と し て、 地域住民の健康保持に必要な医療

を提供し 「 市民から 愛さ れ 信頼さ れる病院」 を基本理念と し て、 以下の役割を担っ てい

く 。  

 

 ①急性期・ 慢性期機能病床の継続 

  中部区域では、 急性期・ 慢性期機能の病床が過剰と なっ ているが、 市内全体では急性期

の一般病床は約１ ０ ０ 床、 慢性期の療養病床のう ち医療型は市立病院のみである。  

  一般病床については、 高度急性期病床をも つ佐賀大学附属病院や佐賀県医療センタ ー好

生館から の患者受入れ、 市内医院と の連携による患者受入れや退院後の患者紹介などを行

っ ている。 また、 在宅復帰支援のための地域包括ケア病床、 療養病床を担っ ている。  

 

②地域医療の水準を維持向上さ せる病院 

  民間医療機関では必ずし も 十分には担えない内科及び外科、 整形外科に係る手術・ 検査

など高度な医療を提供し 、 M RI 等の高度医療機器により 充実し た診療を行っ ている。  

  腎臓内科、 肝臓内科については、 専門医を配し 人工透析治療の２ ク ール化と C 型肝炎の

治療に経口薬による新たな治療を行っ ている。 平成２ ６ （ ２ ０ １ ４ ） 年に発足し た多久市

肝がん撲滅プロジェ ク ト の取り 組みも 推進し ている。  
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 ③救急医療の確保 

  昭和４ ７ 年に市内で唯一の救急告示病院と し て県から 指定を受け、 中部区域の西端の救

急医療をカ バーし ている。  

 

 ④災害拠点病院と し ての機能の充実 

  平成９ 年に二次医療圏で１ 箇所設置さ れる災害拠点病院と し て県から 指定を受け、 県央

部における救急医療と 災害拠点病院と し ての役割を担っ ている。 平成２ ６ 年以降、 DM AT

を保有し 、 更に平成２ ７ 年に１ 隊を追加し ２ 隊体制を確保し 、 平成２ ８ 年の熊本地震でも

活動し た。 今後は、 DM AT の機能が発揮できるよう 訓練への参加や資機材を充実するこ と

と し ている。  

 

※DM AT（ 災害派遣医療チーム） …災害急性期（ 発生後４ ８ 時間以内） に迅速に展開し 、 応急治療・

搬送・ ト リ アージなどの災害時医療を はじ め、 被災地内の病院支援などの活動を行える専門的な訓

練を受けた医師、 看護師、 業務調整員（ 医師、 看護師以外の職種） で構成さ れる災害医療特殊部隊。  

※ト リ アージ…負傷者を 重症度、 緊急度などによっ て分類し 、 治療や搬送の優先順位を 決めるこ と で

あり 、 救助、 応急処置、 搬送、 病院での治療の際に行う 。 識別色分類は、 赤： 最優先治療群、 黄：

非緊急治療群、 緑： 軽処置群、 黒： 不処置群と なっ ている。  

 

（ ２ ） 平成３ ７ （ ２ ０ ２ ５ ） 年における市立病院の具体的な将来像 

  多久・ 小城地区自治体病院再編・ ネッ ト ワーク 研究会報告書で取り まと めら れている以

下の機能を担える病院を目指す。なお、以下の機能を発揮できるよう 医師派遣等について、

佐賀大学医学部等と の連携を強化する。  

 ・ 地域住民の医療・ 健康を全般的に支えるため、 かかり つけ医を支援する機能 

 ・ 住民の健康増進のため、 疾病の予防・ 健診・ 早期発見・ 重症化防止のための機能 

 ・ 地域医療構想で示さ れた当面の医療需要に対応するため、 在宅復帰やリ ハビリ テーショ

ン機能など回復期機能 

 ・ 高度・ 専門医療について、 佐賀大学医学部附属病院や佐賀県医療センタ ー好生館と 連携

し 、 患者を適切に紹介し 、 また在宅復帰に向けて逆紹介を受けるこ と ができる機能 

 ・ 三次救急医療機関と 役割分担をし た二次救急医療の機能 

 ・ 多久・ 小城地区に分娩可能な医療機関がないこ と や、 子育て環境の充実のため、 産科・

小児科の機能 

 ・ 高齢社会にニーズが高まる眼科・ 皮膚科・ 耳鼻咽喉科等の機能 

 ・ 当面増加傾向を迎えるがん患者に対する緩和ケア機能 

 ・ かかり つけ医と の連携や地域包括支援センタ ーと の連携を強化する地域連携部門や退院

支援部門の機能 

 ・ 高齢者の移動手段も 考慮し た在宅医療・ 訪問看護の機能 

 

 

 

 

 



8 
 

（ ３ ） 地域包括ケアシステムの構築に向けて果たすべき役割 

  地域包括ケアシステムの概念は、 地域の実情に応じ て、 高齢者が可能な限り 住み慣れた

地域で、 その有する能力に応じ 自立し た日常生活を営むこ と ができるよう 、 医療、 介護、

介護予防、 住まい及び自立し た日常生活の支援が包括的に確保さ れる体制をいう 。  

平成２ ７ 年より 政府の重要施策と し て導入さ れた。  

地域医療構想では、 地域包括ケアシステムの中心的な担い手と なる県内市町を支援し 、

医療と 介護の垣根を越えた多職種の連携の推進と 佐賀の良さ である地域の絆を活かし 続け

るこ と ができるネッ ト ワーク の整備が求めら れている。  

また、 地域包括ケアシステムを実効性のあるも のにするためには、 在宅医療の充実が不

可欠であり 、 訪問看護の充実を図るなどの基盤整備や県民の理解を進めるよう になっ てい

る。 併せて、 在宅や施設での看取り を進めるこ と は、 救急救命等の医療機関と の適切な役

割分担による医療提供体制の安定にも つながると さ れている。  

市立病院と し ては、 多久市の保健福祉部門や医療・ 介護・ 福祉施設等と の連携により 介

護保険事業と の整合性を確保し つつ、 緊急時の一時入院の受入れ等、 積極的に在宅医療・

介護連携の取り 組みを進めていく 。  

 

 ①市民の健康保持増進等の事業 

  市立病院は、 多久市国民健康保険条例の規定により 、 市民の健康の保持増進のために設

置さ れた病院である。  

  し たがっ て、 健康診断（ 特定健康診査、 健康診査及び企業健診）、 栄養指導（ 個別、 集団

及び出前講座）、リ ハビリ テーショ ン指導、健康相談など市民の健康保持増進事業や訪問看

護、 訪問リ ハビリ テーショ ンの介護事業に取り 組んでいく 。  

 

 ②多久市地域ケア体制確立に向けての取組 

  市立病院の地域医療連携室を中心に、 多久市地域包括支援センタ ー運営委員会を頂点と

し た、 多久市地域ケア会議、 職種ごと の部会に積極的に参加し ており 、 今後も 継続する。

部会には、 訪問看護部会、 ソ ーシャ ルワーカ ー部会、 病院施設部会に所属し ている。  

  また、 多久地区在宅医療連携ネッ ト ワーク （ ちく たく ネッ ト ） へも 積極的に参加し 、 市

の保健福祉部門や他の施設と の情報交換により 、 良好な関係を構築し て、 入院の受入れや

退院支援などについて連携を強化し て、 在宅復帰支援のためにも 地域包括ケア病床は継続

する。  

 

（ ４ ） 一般会計負担の考え方 

  地方公営企業は独立採算制を原則と し ているが、 地域住民の医療を確保するためには採

算性をと るこ と が困難な場合でも 医療を行わなければなら ないと いう 公立病院の使命と 役

割を深慮し 、 一般会計と の間に経費負担・ 財政支援を定める。  

  一般会計歳出予算から 繰り 出さ れる経費負担（ 繰出金） は、「 当該地方公営企業の経営に

伴う 収入をも っ て充てるこ と が適当でない経費」 及び「 当該地方公営企業の性質上能率的

な経営を行っ ても 、 なお、 その経営に伴う 収入のみをも っ て充てるこ と が客観的に困難で

あると 認めら れる経費」 等について、 地方公営企業法第１ ７ 条の２ 、 地方公営企業法施行

令第８ 条の５ 及び附則第１ ４ 項の規定並びに総務副大臣の「 地方公営企業繰出金について
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（ 通知）」 を原則と する。   

 

繰出金項目 趣  旨 繰出し の基準 

救急医療の確保

に要する経費 

救急医療の確保に要する

経費について、一般会計が

負担する経費 

救急告示病院における医師等の待機及び空

床の確保等救急医療の確保に必要な経費に

相当する額（ 特別交付税措置）  

医師及び看護師

等の研究研修に

要する経費 

医師及び看護師等の研究

研修に要する 経費の一部

について繰り 出すための

経費 

医師及び看護師等の標準な研究研修に要す

る経費の２ 分の１  

高度医療に要す

る経費 

高度な医療で採算を と る

こ と が困難であっ ても 、公

立病院と し て行わざ る を

得ないも のの実施に要す

る経費について、一般会計

が負担するための経費 

高度な医療の実施に要する経費のう ち、 こ

れに伴う 収入をも っ て充てるこ と ができな

いと 認めら れるも のに相当する額（ 高度医

療機器リ ース料の３ 分の２ ）  

病院事業会計に

係る 共済追加費

用の負担に要す

る経費 

病院事業会計に係る 共済

追加費用の負担に要する

経費の一部について繰り

出すための経費 

病院事業会計に係る共済追加費用の負担額

の一部 

不採算地区病院

の運営に要する

経費 

不採算地区病院の運営に

要する経費について、一般

会計が負担する ための経

費 

病床数 150 床未満・ 人口集中地区以外に所

在する病院で、 運営に要する経費のう ち、

その経営に伴う 収入をも っ て充てるこ と が

できないと 認めら れるも のに相当する額 

（ 特別交付税措置）  

児童手当に要す

る経費 

児童手当に要する 経費の

う ち 一部を 繰り 出すため

の経費 

児童手当に要する経費から ３ 歳未満児に支

給する額を除いた額 

病院の建設改良

に要する経費 

病院の建設改良費につい

て一般会計が負担する た

めの経費 

病院の建設改良費及び企業債元利償還金の

う ち、 その経営に伴う 収入をも っ て充てる

こ と ができ ないと 認めら れるも のに相当す

る額（ 建設改良費及び企業債元利償還金の

２ 分の１ 、過疎債元利償還金の１ ０ 分の７ ） 

上記以外については、「 地方公営企業繰出金について（ 通知）」 に基づき、 一般会計と 病院

事業が協議し 、双方の財政状況に応じ 必要と 認めら れたも のについて繰り 出し を決定する。 
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（ ５ ） 医療機能等指標に係る数値目標 

 ①医療機能・ 医療品質に係る数値目標 

  市立病院は、 市内で唯一の公立病院、 救急告示病院と し て、 また、 佐賀県の第二種感染

症指定医療機関５ 病院を補完する入院協力医療機関１ ３ 病院の１ 病院と し て、 地域住民の

安心・ 安全を担っ ている。  

  公立病院には医療に従事する人材を育成する機関と し ての使命も あり 、 臨床研修医を積

極的に受け入れる。    

  また、 今後ますます増加が予測さ れる高齢者の入院に対し ては、 地域包括ケアを推進す

るため、 関係機関と の連携を強化し 、 リ ハビリ テーショ ン機能の充実により 地域包括ケア

病床から の在宅復帰を支援する。 こ れら を踏まえた数値目標は次のと おり である。  

  

     年度 

区分 

２ ６ 年度 

（ 実績）  

２ ７ 年度 

（ 実績）  

２ ８ 年度 

（ 見込）  

２ ９ 年度 

（ 計画）  

３ ０ 年度 

（ 計画）  

３ １ 年度 

（ 計画）  

３ ２ 年度 

（ 計画）  

救急車による患者数 ２ ５ ６  ２ ５ ４  ２ ５ ０  ２ ５ ５  ２ ５ ５  ２ ５ ５  ２ ５ ５  

手術件数 ３ ３ １  ３ ６ ６  ３ ２ ０  ３ ３ ０  ３ ３ ０  ３ ３ ０  ３ ３ ０  

健康診断件数 ２ ４ ７  ３ ２ １  ２ ９ ０  ３ ０ ０  ３ ０ ０  ３ ０ ０  ３ ０ ０  

訪問看護件数 ２ ８ ９  ２ ９ ３  １ ２ ０  １ ３ ０  １ ３ ０  １ ３ ０  １ ３ ０  

臨床研修医の受入人数 ７  ６  ９  ９  ９  ９  ９  

運動器リ ハビリ 件数 13,506 19,853 22,080 22,100 22,100 22,100 22,100 

消炎鎮痛リ ハビリ 件数 9,501 8,119 6,970 7,000 7,000 7,000 7,000 

 

※第二種感染症指定医療機関…感染症予防法では感染力や症状の重さ から 感染症を 第１ 類から 第５ 類    

に分類し ている。最重症対応の特定感染症指定医療機関は、厚生労働大臣が４ 病院を指定し ている。  

 新感染症を除いて１ 類、 ２ 類の治療ができ る第一種感染症指定医療機関、 ２ 類の治療ができ る第二

種感染症指定医療機関は都道府県知事が指定する。  

 

 ②その他の数値目標 

  病院への意見・ 苦情・ 相談など患者及びその家族と 病院と の意思疎通・ 連携が十分図れ

るよう 、 総合相談員による総合的かつ体系的な相談体制の確立に努める。  

 

     年度 

区分 

２ ６ 年度 

（ 実績）  

２ ７ 年度 

（ 実績）  

２ ８ 年度 

（ 見込）  

２ ９ 年度 

（ 計画）  

３ ０ 年度 

（ 計画）  

３ １ 年度 

（ 計画）  

３ ２ 年度 

（ 計画）  

健康相談件数 1,181 1,156 1,140 1,150 1,150 1,150 1,150 

 

（ ６ ） 住民の理解のための取組 

  改革を実施する中で計画の見直し や現在の医療機能を変更する場合には、 住民の理解を

得るために多久市報、 ホームページ、 ケーブルテレビ等で情報を発信する。  
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Ⅳ 経営の効率化 

 

（ １ ） 経営指標に係る数値目標 

①収支改善に係る数値目標と その設定の考え方 

 診療報酬の改正により 、 平成２ ６ 年度には、 一般病棟に６ 床あっ た亜急性期病床を地域

包括ケア病床に移行し 、 平成２ ８ 年度には、 療養病棟の看護配置基準を２ ５ 対１ から ２ ０

対１ の療養病棟１ に転換し 、 入院基本料の増を図っ てきた。  

平成２ ６ 年度には、 地方公営企業会計基準の見直し により 、 退職給付引当金及び賞与引

当金に充てるための特別損失を計上し ていたが、 経常収支比率は１ ０ ０ パーセント を超え

ている。  

累積欠損金は、 平成２ ６ 年度末に１ ， ３ ８ ４ ， ０ ４ ７ ， ５ ５ ７ 円であっ たが、 地方公営

企業法の改正により 市議会の議決により 減資が可能と なっ たこ と から 、 平成２ ７ 年９ 月に

資本金を減額し て累積欠損金に補填するこ と により 、 累積欠損金を全額解消し ている。  

主な建設改良は、 平成２ ６ 年度は病棟及び診療棟外部改修工事、 平成２ ７ 年度は空調設

備改修工事、 平成２ ８ 年度は電子カ ルテシステム整備事業を進めた。 減価償却費は、 ＭＲ

Ｉ 等の減価償却が終了するこ と から 、 横ばいである。  

平成２ ６ 年度の常勤医師は、 内科医４ 人、 外科医２ 人、 整形外科医３ 人の９ 人体制だっ

たが、平成２ ７ 年度には肝臓内科医１ 人、腎臓内科医１ 人が増と なり １ １ 人体制と なっ た。

平成２ ９ 年１ 月から 内科医１ 人が非常勤と なり 、 １ ０ 人体制と なっ たが、 平成２ ９ 年度以

降は現在の１ ０ 人体制を維持し ていく 。  

 

     年度 

区分 

２ ６ 年度 

（ 実績）  

２ ７ 年度 

（ 実績）  

２ ８ 年度 

（ 見込）  

２ ９ 年度 

（ 計画）  

３ ０ 年度 

（ 計画）  

３ １ 年度 

（ 計画）  

３ ２ 年度 

（ 計画）  

経常収支比率(％) 103.0 102.0 101.6 100.7 102.1 101.5 102.0 

医業収支比率(％) 96.3 96.8 94.5 93.9 95.2 94.3 94.8 

（ 注） 病院事業の経常収支比率は、 100％を基準に超過が利益、 未満が損失を表す。  

 

 ②経費削減に係る数値目標と その設定の考え方 

  職員給与費（ 給料、 手当、 賃金、 法定福利費、 退職給付費、 賞与引当金繰入額、 その他 

 引当金繰入額） 対医業収益比率については、 平成２ ６ ・ ２ ７ 年度は５ ０ パーセント 未満で 

ある。 平成２ ３ 年度に医師確保のための給与見直し 、 平成２ ６ 年度には臨時職員等の確保 

のため賃金の見直し を行っ ているが、 総額と し ては今後も ５ ０ パーセント 未満で継続し た 

い。  

  材料費は、 薬品費や診療材料費が主なも のであり 、 概ね、 患者数や手術件数に比例し て

増減し ている。  

  こ のう ち、 薬品費は入札後も 薬価情報による価格交渉をするこ と により 購入価格の抑制

化を図っ ており 、 今後も 徹底する。 なお、 平成２ ７ 年度から 始まっ た経口薬による肝炎治

療は引き続き需要があると 思われる。  

  １ ０ ０ 床当たり 職員数については、施設基準を満たすため医師や看護師等の確保に努め、

適正な医療を提供し ていく こ と ができるよう 、 現状を維持し ていく 。  
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     年度 

区分 

２ ６ 年度 

（ 実績）  

２ ７ 年度 

（ 実績）  

２ ８ 年度 

（ 見込）  

２ ９ 年度 

（ 計画）  

３ ０ 年度 

（ 計画）  

３ １ 年度 

（ 計画）  

３ ２ 年度 

（ 計画）  

職員給与費対医業収益比率(％) 47.6 47.2 47.0 48.4 49.3 49.8 49.7 

材料費対医業収益比率(％) 32.5 36.8 38.4 36.3 36.3 36.3 36.3 

う ち薬品費対医業収益比率(％) 25.5 31.1 32.5 30.7 30.7 30.7 30.7 

１ ０ ０ 床当たり 職員数(人) 92.4 96.2 97.1 97.1 97.1 97.1 97.1 

   

 ③収入確保に係る数値目標と その設定の考え方 

  平成２ ６ ・ ２ ７ 年度の１ 日当たり 外来患者数、 １ 日当たり 入院患者数、 病床利用率を見

ると 横ばいであるが、 総務省が示し ている新公立病院改革ガイ ド ラ イ ンでは、 病床利用率

が３ 年連続し て７ ０ パーセント 未満の病院を特に低水準の公立病院と し ている。 療養病棟

の病床利用率が特に低いため、 一般病棟から の転棟を図る。  

  今後は、 一般病棟の１ 日当たり 入院患者数を４ ８ 人、 療養病棟の１ 日当たり 入院患者数

２ ６ 人を目標と する。  

 

     年度 

区分 

２ ６ 年度 

（ 実績）  

２ ７ 年度 

（ 実績）  

２ ８ 年度 

（ 見込）  

２ ９ 年度 

（ 計画）  

３ ０ 年度 

（ 計画）  

３ １ 年度 

（ 計画）  

３ ２ 年度 

（ 計画）  

１ 日当たり 外来患者数(人) １ ８ ０  １ ７ ７  １ ７ ３  １ ８ ０  １ ８ ０  １ ８ ０  １ ８ ０  

１ 日当たり 入院患者数(人) ７ ０  ７ １  ６ ５  ７ ４  ７ ４  ７ ４  ７ ４  

全病床利用率（ ％）  67.0 67.2 62.0 70.5 70.5 70.5 70.5 

う ち一般病床利用率(％) 71.7 73.7 75.0 80.0 80.0 80.0 80.0 

う ち療養病床利用率(％) 60.6 58.6 44.4 57.8 57.8 57.8 57.8 

 

 ④経営の安定性に係る数値目標と その設定の考え方 

  現状の常勤医師の確保に努め、 神経内科（ 週１ 回）、 循環器内科（ 週２ 回）、 耳鼻咽喉科

（ 週２ 回）、 皮膚科（ 週１ 回） の非常勤医師の確保にも 努める。  

  毎年、 黒字経営を目指し 、 純資産及び現金保有残高の維持を目指し ていく 。  

 

     年度 

区分 

２ ６ 年度 

（ 実績）  

２ ７ 年度 

（ 実績）  

２ ８ 年度 

（ 見込）  

２ ９ 年度 

（ 計画）  

３ ０ 年度 

（ 計画）  

３ １ 年度 

（ 計画）  

３ ２ 年度 

（ 計画）  

常勤医師数（ 人）  ９  １ １  １ ０  １ ０  １ ０  １ ０  １ ０  

純資産額（ 百万円）  1,105 1,134 1,135 1,147 1,183 1,209 1,243 

現金保有残高（ 百万円）  486 521 528 530 530 530 530 

 

（ ２ ） 目標達成に向けた具体的な取組 

  ①民間的経営手法の導入 

   給食は、 平成２ ０ 年度から 調理業務の委託を実施し ているが、 平成３ ０ 年度は委託更

新年度と なる。 良質の給食と 効率的経営に努める。  

   臨床検査については、 平成２ ６ 年度に患者の利便性のために多機能自動分析装置及び

多項目自動血球分析装置を設置し 、 約１ 時間で生化学分析結果が出て診療できるよう に
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し た。 院内でできない特殊検査については、 外部委託し て対応し ている。  

   現在委託し ている部門の業務量の見直し と と も に委託費の精査について検討する。  

   さ ら に、 民間的経営手法の導入を推進するためには、 病院長を頂点と し た命令系統を

徹底し 、 報告・ 連絡・ 相談体制の確立と と も に的確な経営判断のできる体制づく り を確

立する。  

 

  ②事業規模・ 事業形態の見直し  

   多久市の人口は、 国立社会保障・ 人口問題研究所の人口推計（ 中位推計） によると 、

今後人口は減少すると 見込まれる。  

   一方、 医療の需要が他の年齢に比べて高い７ ５ 歳以上についてみると 、 ２ ０ ３ ０ 年が

ピーク と 見込まれる。  

 

 国立社会保障・ 人口問題研究所人口推計（ 中位推計） ２ ０ １ ３ 年 

 ２ ０ １ ０ 年 ２ ０ ２ ５ 年 ２ ０ ３ ０ 年 ２ ０ ３ ５ 年 ２ ０ ４ ０ 年 

佐賀県 849,788 774,676 744,863 713,583 680,203 

 ６ ５ 歳以上 209,010 250,735 248,483 243,633 241,548 

う ち７ ５ 歳以上 113,543 142,515 153,887 155,222 150,639 

中部地区 353,347 324,222 312,096 299,063 284,969 

 ６ ５ 歳以上 82,733 101,232 101,526 101,040 101,334 

う ち７ ５ 歳以上 44,090 57,474 62,196 62,965 62,028 

多久市 21,404 17,891 16,767 15,651 14,496 

 ６ ５ 歳以上 5,970 6,767 6,476 6,121 5,801 

う ち７ ５ 歳以上 3,495 3,788 4,169 4,139 3,848 

 

市立病院は、 昭和４ ７ 年から 救急告示病院、 平成９ 年から 災害拠点病院と し て指定を受

け現在に至っ ている。 また、 新型イ ンフ ルエンザ対策と し て、 佐賀県の第二種感染症指定

医療機関５ 病院を補完する入院協力医療機関の役割も 担っ ている。 今後の受療予測及び救

急・ 災害時に対応するため、 現在の１ ０ ５ 床は維持し ていく 。  

また、 １ ０ ５ 床のう ち一般病床は６ ０ 床あり 、 急性期病床と し ての手厚い看護体制が求

めら れている。 一般病棟の効率的な病床運営及び急性期医療の充実を図るため、 平成２ １

年から 看護配置基準を「 １ ３ 対１ 」 から 「 １ ０ 対１ 」 に変更し た。  

さ ら に、 地域包括ケアを推進するため、 一般病床６ ０ 床のう ち亜急性期病床６ 床を、 平

成２ ６ 年に地域包括ケア病床に移行し た。  

２ ５ 対１ の療養病棟２ は診療報酬改定により 、 平成３ ０ 年３ 月で廃止と なるため、 平成

２ ８ 年に２ ０ 対１ の療養病棟１ に転換し た。 療養病床４ ５ 床の病床利用率は低迷し ている

も のの７ ５ 歳以上の人口は２ ０ ３ ０ 年がピーク と 見込まれているため、 地域医療で公立病

院が果たす使命・ 役割を考えると 継続する必要がある。  
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③経費削減・ 抑制対策 

  電気料金については、 平成２ ３ 年度にデマンド Ｗeb システム導入を実施し 経費の削減、

また、 病棟等は蓄熱方式による冷暖房設備の老朽化により 、 平成２ ７ 年度に空調設備の改

修を行っ た。 今後も 機会あるごと に節電・ 節水等の節約に係る職員意識を徹底し 、 経費削

減・ 抑制対策を推進し ていく 。  

 

 ④収入増加・ 確保対策 

地域包括ケアを推進するため、 一般病床６ ０ 床のう ち亜急性期病床６ 床を平成２ ６ 年に

地域包括ケア病床に移行し た。 在院日数２ １ 日を超えても ６ ０ 日以内に在宅復帰を目指す

も のである。  

２ ５ 対１ の療養病棟２ は診療報酬改定により 平成３ ０ 年３ 月で廃止と なるため、 平成２

８ 年に２ ０ 対１ の療養病棟１ に転換し た。  

  また、 収入確保対策と し て、 夜間など時間外診療での診療費預かり 金制度を平成２ １ 年

から 設けた。 窓口未収金の回収については、 多久市収納対策連絡会議で横断的な連携や知

識の向上により 、 電話・ 通知での催告や訪問徴収を実施するなど、 その取り 組みを強化す

る。  

さ ら に、 患者の利便性を考慮し て平成２ ９ 年２ 月から 診療費の支払いにク レジッ ト 払い

を取り 入れた。  

 

 ⑤その他 

  経営改善や改革を図る上で最も 重要なこ と は、 職員の病院経営についての意識である。  

コ スト 意識と 問題意識を持ち、 日常業務に従事するこ と が大切である。 それと と も に、 接 

遇意識の向上を図るこ と も 重要である。そのため、接遇研修を定期的に実施する。さ ら に、  

こ れを評価する上で、 入院患者・ 外来患者の満足度調査等を定期的に実施する。  

   

 

 

Ⅴ 再編・ ネッ ト ワーク 化 

 

（ １ ） 多久市立病院の状況 

   市民の要望に応えるべく 診療科を増設するにも 、 現在の建物ではスペースがなく 、 病

棟は、 昭和５ ２ 年に完成し 築３ ９ 年が経過し 老朽化が進んでいる。 また、 消防法の改正

により 、 平成３ ７ 年６ 月までにスプリ ンク ラ ーを設置し なければなら ないこ と から 、 市

立病院は建替え時期を迎えている。  

   地域医療構想の中部区域では、 急性期・ 慢性期機能の病床が過剰と なっ ているが、 市

内全体では急性期の一般病床は約１ ０ ０ 床、 慢性期の療養病床のう ち医療型は市立病院

の４ ５ 床のみである。  

   一般病床については、 高度急性期病床をも つ佐賀大学附属病院や佐賀県医療センタ ー

好生館から の患者受入れ、 市内医院と の連携による患者受入れや退院後の患者紹介など

を行う ため、 今後も 継続する。 また、 地域包括ケア病床についても 継続する。  

   療養病床については、 今後も 高齢者人口の増加が見込まれるため継続する。  



15 
 

   現状では、 現在の病床機能を継続するが、 医療需要の変化に対応するため近い将来検

討する必要があると 思われる。  

 

（ ２ ） 二次医療圏又は構想区域内の病院等配置の現況 

   佐賀県地域医療構想の概要でも 示し たと おり 、 二次医療圏と 構想区域は同じ であり 、

佐賀県は５ つに区分さ れている。  

 

医療圏名 構成市町 

中部 佐賀市、 多久市、 小城市、 神埼市、 吉野ヶ 里町 

東部 鳥栖市、 基山町、 上峰町、 みやき町 

北部 唐津市、 玄海町 

西部 伊万里市、 有田町 

南部 武雄市、 鹿島市、 嬉野市、 大町町、 江北町、 白石町、 太良町 

   

市立病院は、 中部医療圏に所在し 、 災害拠点病院・ 救急告示病院の指定を受けるなど

圏域西部地区の拠点病院と し ての機能をも つ。 こ の圏域には、 多く の公立病院等が配置

さ れているが、 ほと んどが佐賀市内であり 、 地域医療構想の概要にも 拠点機能等の指定

等の状況が記載さ れている。  

 

病 院 名 病床数 災害拠点指定 所在地 

多久市立病院 １ ０ ５  災害拠点 多久市 

小城市民病院 ９ ９   小城市 

富士大和温泉病院 ９ ８   佐賀市 

佐賀大学医学部附属病院 ６ ０ ４  基幹災害医療センタ ー等 〃 

佐賀県医療センタ ー好生館 ４ ５ ０  〃 〃 

Ｎ Ｈ Ｏ 佐賀病院 ２ ９ ２   〃 

Ｊ Ｃ Ｈ Ｏ 佐賀中部病院 １ ６ ０   〃 

 

（ ３ ） 再編・ ネッ ト ワーク 化計画の概要 

   多久・ 小城地区自治体病院再編・ ネッ ト ワーク 研究会報告書は、 先に記述し ている平

成３ ７ （ ２ ０ ２ ５ ） 年における市立病院の具体的な将来像に掲げる機能を発揮する公立

病院をつく ると いう 観点から 、 多久市立病院と 小城市民病院は、 と も に築３ ０ 年を超え

老朽化し ており 、 と も に建て替え時期を迎えているこ の機を逃すこ と なく 、 両病院を統

合し 、 新たな病院を設立するこ と が最も 望まし い選択肢であると し ている。  

   多久市と し ては、 報告書の趣旨を重く 受け止め、 将来、 多久市立病院と 小城市民病院

の両自治体病院の統合と 、 それに続く 新病院の設置を目指し 、 今後、 小城市と 協議を進

めていく 。  
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平成２ ７ 年度 

病床機能報告 

病 

床 

数 

病床機能 

主たる診療科 

救 

急 

車 

受

入 

高度 

急性

期 

急性

期 

回復

期 

慢性

期 

多久市 

(201 床) 

多久市立病院 １ ０ ５   ６ ０   ４ ５  内科、 外科、 整形外科 206 

諸隈病院 ９ ６   ４ ４   ５ ２  内科、 外科、 整形外科 10 

小城市 

(387 床) 

小城市民病院 ９ ９   ９ ９    内科、 外科、 循環器内科 281 

ひら まつ病院 １ ９ ０  ４  ８ ４  ５ ４  ４ ８  内科、 外科、 整形外科、 神経内科 519 

江口病院 ９ ８   ４ ２   ５ ６  内科、 呼吸器内科、 消化器内科 43 

 

 

 

Ⅵ 経営形態の見直し  

 

（ １ ） 経営形態の現況 

   市立病院は、 地方公営企業法財務（ 一部） 適用病院である。  

 

（ ２ ） 経営形態の見直し の方向性 

   地方公営企業法財務（ 一部） 適用の他に、地方公営企業法全部適用、指定管理者制度、

地方独立行政法人等があり 、 それぞれに、 メ リ ッ ト 、 デメ リ ッ ト がある。  

   市立病院と し ては、 現状と の比較をし ながら 各経営形態について検討し ていく 。  

 

 メ リ ッ ト  デメ リ ッ ト  備 考 

一
部
適
用 

・ 議会（ 民意） のチェ ッ ク  

・ 管理部門の最小限化（ 給与・

人事・ 予算は病院外で一括対応） 

・ 病院事務の専門家が育成さ れ

にく い 

 

・ 医療事務の委託

により デメ リ ッ ト

は解消可 

全
部
適
用 

・ 議会（ 民意） のチェ ッ ク  

・ 責任と 権限の所在の明確化 

・ 市定数管理の対象外 

・ 自立的な事業運営可 

・ 独自の給与体系の構築可 

・ 管理部門の設置（ 職員増に伴

う コ ス ト ア ッ プ の要因と も な

る）  

・ 強力なリ ーダー

シッ プが求めら れ

る 

 

指
定
管
理
者
制
度 

・ 自立性、 機動性に優れている 

・ 独自の給与体系 

 

・ 人事配置、 職員体制、 事業戦

略について市の関与が協定範囲

内に限定 

・ 指定管理者の経営破綻や業務

停止によ る 政策医療提供の中断

が懸念さ れる 

・ 適切な管理者の

選定 

・ 指定後の運営内

容等が当初の約束

と 違う と いう 事例

がある 
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地
方
独
立
行
政
法
人 

・ 医療需要の変化に対応でき る

職員配置 

・ 成績主義を考慮し た給与体系 

・ 管理部門の設置（ 職員増に伴

う コ ス ト ア ッ プ の要因と も な

る）  

 

 

 

 

Ⅶ 新改革プラ ン策定に関する 都道府県から の助言や再編・ ネッ ト ワーク 化計画策

定への都道府県の参画の状況 

 

 今日の自治体病院に関する再編・ ネッ ト ワーク 化を多角的かつ包括的に検討するために、 

平成２ ８ 年８ 月に「 多久・ 小城地区自治体病院再編・ ネッ ト ワーク 研究会」 を立ち上げる 

際には、 研究会の座長を佐賀県健康福祉部医療統括監が担う と と も に、 佐賀県健康福祉部 

医務課の助言や協力を得ながら 、 県と 両自治体病院事務局及び院長も 密に連携し て協議の 

推進にあたっ てきた。 そし て、 多久・ 小城地区自治体病院の今後求めら れる機能や再編統 

合についての研究会の報告書が提出さ れ、 その趣旨を本改革プラ ンに反映さ せるこ と がで 

きた。  

 

 

 

Ⅷ 点検・ 評価・ 公表等 

 

 本改革プラ ンの点検は、市立病院管理会議（ 副市長、病院長ほか行政と 病院職員が委員）  

で毎年７ 月頃に行い、 評価は、 多久市行財政改善協議会（ 市政について優れた識見を有す 

る市民が委員） で毎年８ 月頃に実施する。  

 評価後の公表は、 多久市報及び多久市ホームページ等で行う 。  

 なお、 医療情勢の変化や点検・ 評価の結果、 改革プラ ンの数値目標と 実績が大きく 異な 

っ た場合は、 必要に応じ て改革プラ ンの見直し を行う 。  



Ⅸ　対象期間中の各年度の収支計画等 団体名
（病院名）

１　収益的収支計画 (単位：千円、％)

１. ａ 1,335,648 1,512,985 1,627,576 1,627,522 1,628,477 1,628,801 1,628,807

(1) 1,278,833 1,452,623 1,570,200 1,571,046 1,572,001 1,572,325 1,572,331

(2) 56,815 60,362 57,376 56,476 56,476 56,476 56,476

39,688 39,688 39,688 39,688 39,688 39,688 39,688

２. 147,653 143,521 124,156 120,324 119,717 126,292 125,526

(1) 135,863 129,895 104,991 101,867 99,559 97,060 92,609

(2) 4,075 954 450 450 450 450 450

(3) 3,723 5,381 6,821 6,583 5,427 7,230 6,922

(4) 2,513 3,573 3,597 6,454 13,725 17,718

(5) 3,992 4,778 8,321 7,827 7,827 7,827 7,827

(A) 1,483,301 1,656,506 1,751,732 1,747,846 1,748,194 1,755,093 1,754,333

１. ｂ 1,386,349 1,562,759 1,721,629 1,733,916 1,710,003 1,726,893 1,717,921

(1) ｃ 635,407 714,000 764,517 788,491 803,466 811,501 809,616

(2) 433,845 557,057 625,208 590,000 590,531 590,620 590,538

(3) 224,847 211,703 250,160 257,367 241,132 241,131 241,132

(4) 82,422 69,883 69,339 79,190 56,006 64,773 57,767

(5) 9,828 10,116 12,405 18,868 18,868 18,868 18,868

２. 53,238 61,504 3,200 2,124 2,663 2,671 2,551

(1) 1,423 1,234 1,200 1,123 839 847 727

(2) 51,815 60,270 2,000 1,001 1,824 1,824 1,824

(B) 1,439,587 1,624,263 1,724,829 1,736,040 1,712,666 1,729,564 1,720,472

経 　常 　損 　益 　(A)－(B) (C) 43,714 32,243 26,903 11,806 35,528 25,529 33,861

１. (D) 14,444 0 0 0 0 0 0

２. (E) 215,943 2,721 0 0 0 0 0

特　別　損　益　(D)－(E) (F) ▲ 201,499 ▲ 2,721 0 0 0 0 0

▲ 157,785 29,522 26,903 11,806 35,528 25,529 33,861

(G) 1,384,047 0 0 0 0 0 0

(ｱ) 767,379 857,254 809,112 815,176 750,000 800,000 800,000

(ｲ) 183,638 224,921 222,443 227,495 240,567 252,951 217,355

　 0 0 0 0 0 0 0

(ｳ) 0 0 0 0 0 0 0

(Ａ)
（Ｂ）
(ｵ)
ａ
ａ
ｂ
c
a

(H)
ａ

病 床 利 用 率

資 金 不 足 比 率 ×100

職員給与費対医業収益比率 ×100

地方財政法施行令第15条第１項
により算定した資金の不足額

(H)

経 常 収 支 比 率 ×100

不 良 債 務 比 率 ×100

医 業 収 支 比 率 ×100

う ち 一 時 借 入 金

翌 年 度 繰 越 財 源

当 年 度 同 意 等 債 で 未 借 入
(ｴ)

差引
不 良 債 務

(ｵ)
｛ ( ｲ )-( ｴ ) ｝ -{( ｱ )-( ｳ )}

支 払 利 息

そ の 他

経 常 費 用

又 は 未 発 行 の 額

純 損 益 (C)＋(F)

累 積 欠 損 金

不
 

良
 

債
 

務

流 動 資 産

流 動 負 債

特
別
損
益

特 別 利 益

特 別 損 失

そ の 他

経 常 収 益

支
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出

医 業 費 用

職 員 給 与 費

材 料 費

経 費

31年度(計画)28年度(見込) 29年度(計画)27年度(実績)26年度(実績)

長 期 前 受 金 戻 入

32年度(計画)

収
 
 
 
 
 
 
 
 

入

医 業 収 益

料 金 収 入

そ の 他

う ち 他 会 計 負 担 金

30年度(計画)

医 業 外 収 益

他 会 計 負 担 金 ・ 補 助 金

国 ( 県 ) 補 助 金

102.0

94.3 94.8

0.0

多久市立病院

0 0 0 0 0

0.0

0

101.6 100.7 102.1

0

0.0

101.5

0 0

95.2

0 0 0

0

0.0

47.0

94.5 93.9

0.0

49.8 49.7

0 0

0.0 0.0

48.4 49.3

0.0 0.00.0

62.0 70.5 70.5 70.5 70.5

00

00

103.0 102.0

0.0 0.0

96.3 96.8

47.6 47.2

0 0

0.0 0.0

67.0 67.2

 区 分
　　 年 度

資 本 費 繰 入 収 益

減 価 償 却 費

そ の 他

医 業 外 費 用
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団体名
（病院名）

２　資本的収支計画 (単位：千円、％)

１. 43,000 109,000 60,000 9,400 50,000 0 0

２. 45,732 4,626 1,296 6,156 5,200 5,200 2,500

３. 0 0 0 0 0 0 0

４. 0 0 0 0 0 0 0

５. 0 0 0 0 0 0 0

６. 1,890 11,919 3,000 2,700 5,700 5,700 3,000

７. 0 9,320 0 0 0 0 0

(a) 90,622 134,865 64,296 18,256 60,900 10,900 5,500

(c) 0 0 0 0 0 0 0

純計(a)－{(b)＋(c)} (A) 90,622 134,865 64,296 18,256 60,900 10,900 5,500

１. 141,500 167,527 176,469 52,102 82,583 27,534 12,870

２. 0 4,432 5,953 5,995 10,757 22,876 29,532

３. 0 0 0 0 0 0 0

４. 0 0 0 0 0 0 0

(B) 141,500 171,959 182,422 58,097 93,340 50,410 42,402

差　引　不　足　額　(B)－(A) (C) 50,878 37,094 118,126 39,841 32,440 39,510 36,902

１. 50,878 37,094 118,126 39,841 32,440 39,510 36,902

２. 0 0 0 0 0 0 0

３. 0 0 0 0 0 0 0

４. 0 0 0 0 0 0 0

(D) 50,878 37,094 118,126 39,841 32,440 39,510 36,902

補てん財源不足額　(C)－(D) (E) 0 0 0 0 0 0 0

(E)－(F) 0 0 0 0 0 0 0

３　一般会計等からの繰入金の見通し

(    0) (    654) (    0) (    0) (    0) (    0) (    0)

175,551 172,096 144,679 141,555 139,247 136,748 132,297

(    21,423) (    0) (    0) (    0) (    0) (    0) (    0)

45,732 2,113 1,296 6,156 5,200 5,200 5,200

(    21,423) (    654) (    0) (    0) (    0) (    0) (    0)

221,283 174,209 145,975 147,711 144,447 141,948 137,497

（注）

1

2

　（　）内はうち基準外繰入金額を記入すること。

(単位：千円）

31年度(計画) 32年度(計画)28年度(見込) 29年度(計画) 30年度(計画)26年度(実績) 27年度(実績)

当 年 度 同 意 等 債 で 未 借 入
(F)

又 は 未 発 行 の 額

実 質 財 源 不 足 額

　「基準外繰入金」とは、「地方公営企業繰出金について」（総務副大臣通知）に基づき他会計から公営企業会計へ繰り入れられる繰入金以外の繰入金をいうものであること。

合　　　計

収 益 的 収 支

資 本 的 収 支

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

補
て
ん
財
源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

国 ( 県 ) 補 助 金

企 業 債

他 会 計 出 資 金

前年度許可債で当年度借入分

支
　
　
出

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

そ の 他

支 出 計

収
　
　
　
　
　
　
入

28年度(見込) 30年度(計画)

(b)
支 出 の 財 源 充 当 額
う ち 翌 年 度 へ 繰 り 越 さ れ る

29年度(計画)

そ の 他

収 入 計

他 会 計 補 助 金

0 00 0 0

0 0 0

多久市立病院

0 0

32年度(計画)31年度(計画)26年度(実績) 27年度(実績)

0 0

00

 区 分
　　 年 度

区分
年度
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